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第７章　九州における市民社会の広域化と狭域まちづくり政策のなかでの自治体

第７章

九州における市民社会の広域化と
狭域まちづくり政策のなかでの自治体

「〈九州〉における地域構造の分析枠組み―市町村の構造的理解とリージョンとしての九州」（本第３章）
において、九州各県の人口移動をもとに、福岡一極集中の構造を確認し、〈リージョンとしての九州〉とい
う枠組みを意識して地域変動を捉えることを提起した。全国的な東京一極集中の変動下ではあるものの、
九州各県は首都圏との関係だけでなく、「九州」というブロック構造として、より強い関係を持っているか
らである。

県レベルにおいては、九州各県から福岡県への移動が多く、若者世代が多い特徴がある。また、福岡県
内においては、急速に福岡都市圏、福岡市への人口集中（福岡市や近接市町の人口増加数が全国一など）
がおこっている。

一方、政令指定都市である北九州市は、2015（平成27）年の人口減少数が全国１位となった。周辺部か
ら吸収していく拠点都市型の人口移動ではなく、福岡大都市圏集中型として九州全域からの「吸い上げ」
が加速している。これは、九州内での格差拡大と福岡都市圏以外の生活基盤の脆弱化を進行させている。

こうした状況を、福岡都市圏を中心としたクラスター型構造として九州を把握し、市町村や地域を位置
づける分析枠組みを探っている。地域づくりといった単位理解や、市町村規模別ではない、（広域）地域変
動下における（広域）地域計画主体の形成を、社会教育に位置づける視点を、自治体と若者の移動から探
ることが本章の課題である。既存の調査や報告書等を取り上げながら検討する。

最初に、福岡の社会移動の状況を確認し、次いで自治体の施策効果に関するアンケート結果を参照して
自治体の地域課題の認識と政策評価を見てみる。このことで、自治体をこえる課題に対して有効な手立て
が見出せていないことを確認する。そして、10代から20代にかけての人口移動の状況を、大学への入学・
定員という資料を参照する。このことを通して、高校から大学への進学といった社会基盤としての九州の
位置づけについて検討する。

１．福岡の社会移動

2015（平成27）年12月に、福岡県は「福岡県人口ビジョン・地方創生総合戦略」を策定した。そこでは、
人口微増のピークアウトを予想し、福岡県から首都圏への転出を抑えるために、雇用創出（１万人）と首都
圏からの環流（転出超過４千人の是正）を促す目標などが設定された。大学に関わっては、平成22-26年度平
均の福岡県内大学の福岡県出身者の割合64％を、平成31年度には65.7％まで高める数値目標が掲げられた。
「人口の現状」では、「社会増減は、九州、山口から若者を集め、大都市圏へ送り出した差し引きによっ

て決まるという地域間移動の基本的な構造がある」ことが整理されている。また「この移動には性別や年
齢区分での特徴的な傾向があり、また、経済の動きと密接な関係も確認される」ことも整理された。

それらを確認できるのが、以下の図表である。
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図表1-（2）-4　福岡県人口の地域間のやりとり

出所：「福岡県人口ビジョン・地方創生総合戦略」ｐ５

図表1-（2）-5　男女別転入超過状況

出所：「福岡県人口ビジョン・地方創生総合戦略」ｐ６
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福岡県人口の地域間のやりとり「図表1-（2）-4」と、男女別転入超過状況「図1-（2）-5」を見ると、九州
（・中国地方）から転入し、東京（・関西・東海）へ転出していく人口移動と、10代後半年代の転入超過、
20代前半の男性の転出超過、30-40代前半の子育て世代とその子どもである０～９歳の年少世代の転入超
過（転入減少傾向）を確認することができる。

これは、大学などの進学で福岡へ、就職で男性卒業生が首都圏へ、女性卒業生が福岡で就職という傾向
を現している。福岡一極集中を支えているのは、この大学進学と、それを見越した子育て世帯の転入が大
きな要因となっている。

それに関して「福岡の強み」として、次の BOX １に整理されている。

このように、福岡県は、若者世代を九州全域から吸収すると同時に、首都圏を中心に輩出する役割を果
たしている。

福岡県以外の各県は人口ダム対策として、若者の県内進学率の向上を視野に入れるものの、定員数の問
題ではなく、また進路指導の問題でもなく、若者当事者や保護者の意識・要望に支えられ、行政が施策の
効果を出しづらい課題となっている。

国土計画からすれば、この福岡の位置を変えることなく、九州各県が疲弊しない計画という視点から、
県の広域連携や九州地方計画を定めていく。

各県においては、福岡県は流入を抑制するのではなく「強み」として充実・定着を課題とし、福岡県以
外は流出に歯止めをかけようとする福岡県との「綱引き」が県の計画となる。

九州という視点で構造を捉え調整していく九州民としての意識化や計画に関与するといった、学習と行
動の機会が与えられていない問題が浮上してくる。実態と自治体としての計画は、人口増加、人口減少と
して捉えられ、人口移動として捉えられるのは、その背景や要因として、に限られる。
「九州はひとつ」というスローガンは、経済界や文化団体が掲げ、県知事会も使用する言葉 １）になって

きた。〈市民社会（福岡と地域）― 経済・文化（九州一体）― 自治体（行政区）〉が範域・意識する「地

出所：「福岡県人口ビジョン・地方創生総合戦略」ｐ６
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域」概念自体が一致していないがゆえに、市民、私的個人、公民といった矛盾と分裂が深化しているとも
捉えられる。

次に、こうした人口移動を伴う地域変動を、自治体は、どのように認識・評価しているのかについて見
てみる。

２．自治体の施策効果の自己評価

中小企業庁の委託調査結果 ２）によると、以下の「図2-2-2」のように、自治体が「地域が抱える課題」と
して認識しているのは、都道府県、市区町村ともに「人口減少」、「少子高齢化」で、市区町村では、加え
て「商店街・繁華街の衰退」と回答した割合が多くなっている。

そして、その課題への対応状況を見ると、以下の「図2-2-4」のように、都道府県は「成果が出ている」
との回答は63.8％となっているが、市区町村は17.6％と低くなっている。そして認識している課題に対し
て、「もはや自治体だけでは対応できる状況ではない」の回答は、都道府県の12.1％に対し、市区町村は
16.7％と高くなっている。また、その内訳は、都道府県が少子高齢化（75％）、市区町村が人口減少

（45.3％）となっている。
このように都道府県や市区町村において、人口減少、少子高齢化といった地域人口構造の変化を余儀な

くされる動向については深刻な課題と認識している反面、市区町村や都道府県をこえた要因あるいは対策
であり、自治体政策としての限界と捉えられていることがわかる。

第2-2-2図　地域が抱える課題（自治体）

出所：『中小企業白書2014年度版』ｐ90
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次いで、総合研究開発機構の「地方自治体アンケート―地域の政策課題に関する調査結果概要」（2007
（平成19）年５月） ３）を見てみる。

ここでは、都道府県・政令指定都市で「成果があがっている」と評価が高い政策分野は、「行財政改革」、
「情報公開」、「事故犯罪対策」、「広域行政の推進」となっており、「成果が上がっている」との評価が低い
分野は、「余暇の推進」、「都市基盤の整備」、「過疎対策」、「低所得者支援」、「少子化対策」となっている。
こうした成果と困難度をプロットしたものが、次の「図表６」である。

政策立案・実施するにあたり困難な政策は、少子化対策（人口減少の歯止め）が１位となっている。
このように、都道府県や政令都市においても、人口と世代構成の変化に対応することに困難を抱え、対

策（歯止め、逆転）といった住民の意識・行動に支えられている構造に対しては有効な手法は見出せず、
対策をとる主体として適当であるかということが問われる。

第2-2-4図　地域が抱える課題への対応状況（自治体）

出所：『中小企業白書2014年度版』ｐ92
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２つの既存調査から、自治体にとって深刻かつ有効な対策が見出せない課題として、人口の社会移動が
あることがわかる。自治体社会教育や公民館区を意識した社会教育において、こうした市町村・都道府県
をこえる地域課題に対して、それを促す生活設計を選択する、〈住民〉と〈市民〉の矛盾と、どう向き合う
のかが論点となる。

３．若者・大学と九州

「平成28年度学校基本調査速報」によると、大学現役進学率は49.5％（大学・短大で55％、過年度卒業生
を加えると大学が52％、大学・短大が56.8％）と過去最高となった。進学率の向上は、九州域の高校卒業
生が、福岡県や九州外へ移動していくことを促すことになる。大学卒業後のＵターンやＩターンで相殺で
きないことから、若者世代を中心に人口減少と人口構成の変化、勤労人口の減少、企業やサービスの衰退
と連鎖を引き起こすことが予想できる。

先に、福岡県の状況は取り上げた（BOX １）ので、九州各県の大学の状況について、九州経済連合会の
下で私的研究会として検討・提言された「地域の中で中核人材を地域で育てるために　―「九州立大学」
構想の提言」 ４）（2012年３月）を参照する。

出所：総合研究開発機構「地方自治体アンケート―地域の政策課題に関する調査結果概要」ｐ16

図表６　30の政策分野別に見た困難の数と成果 DI の関係
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まず、以下の図表「2.1.3」のように、九州の人口シェアより大学生数は少なくなっている。大学生とし
て転出している状況が確認できる。そして、関東と近畿が転入先としてのシェアを持っている。

次の図表「2.1.4」の地元進学率では、九州内にとどまる学生は71.5％であることがわかる。70％以上の
九州内進学は熊本、福岡、佐賀で、長崎、宮崎、鹿児島、大分は60％台になっている。最も低い大分は、
中四国や近畿に進学する割合が他県より多いが、関東への進学は宮崎、鹿児島が高い。

2000～2012年の学生数の変化について整理したものが、次の「図表4.3」である。九州においては、学生
数が減少し、特に私立大学の減少が大きい。私立大学の経営が厳しくなり、福岡や首都圏への進学が促さ
れていることがわかる（2013年度の大学進学者のうち県内進学は、男女別で、福岡68.4％、61.5％、佐賀
16.5％、13.4％、長崎46.4％、21.5％、熊本50.2％、41.2％、大分25.0％、20.2％、宮崎29.5％、23.0％、鹿
児島33.5％、31.6％で、福岡で６割、それ以外は半数以上が他県へ、佐賀県は８割以上が他県へ流出して
いる）。

全国的には、南関東に学生が進学し、九州が最も学生の減少が大きくなっている。九州としてのダム機
能が変化しようとしていることもわかる。

出所　「地域の中で中核人材を地域で育てるために　―「九州立大学」構想の提言」

2.1.3　九州の国公私立大学の学生数

学生数：文部科学省『学校基本調査（平成23年度）』
人口：総務省『平成22年　国勢調査報告』

出所　「地域の中で中核人材を地域で育てるために　―「九州立大学」構想の提言」

2.1.4　九州の高校を卒業者の入学した大学の所在地（地元進学率）

文部科学省『学校基本調査（平成23年度）』
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大学の設置や定員数の拡大によって高卒者の県内ダム機能を果たせるかを各自治体が検討・対策をして
も、本人や保護者が大学の立地条件や就職などを考慮し、九州においては福岡、また関東・近畿・東海を
希望・選択する力は強く働いている。

調査対象地である大分県日田市においては、大学がないために、大分市よりも利便性がよく選択肢の多
い福岡を意識し、長崎県小値賀町では、近隣の佐世保市や長崎市より、航路で結ばれ、出身者の多い福岡
を意識する。佐世保市や大分市を選択するときは、学費など費用の問題で福岡が候補から外れた場合が多
かった。

本人たちも、何かあれば帰省できる圏内という距離感と、保護者の地域を離れることを後押しする力に
よって、進学先というだけの意識ではなく、地域を離れていく機会（表面的には「帰ってきても仕事がな
い」、実態は自治体の採用があっても応募はしない）として社会移動が行われている。こうした力・影響力
は、福岡との移動時間によって、時間がかかるところほど強くなっていると予想できる。

これらは、九州新幹線の開通や高速自動車道路の整備など九州内での移動時間の短縮による利便性の向
上が、「ストロー効果」と言われるように福岡集中の条件となっている。

こうした動向は、九州でサテライト入試を実施している私立大学の状況からも確認することができるで
あろう（九州外や九州各県での入試を実施しているのか、県内だけに本学以外の試験会場を設けているの
かなど）。

４．九州を捉える視点

九州としての問題意識から見ると、九州全体の人口は減少傾向（福岡県は微増）、少子高齢化によって首
都圏への転出が増えようとしている。福岡県においては、国外からの転入により、その傾向は顕著には見
えないが、九州という範域の意味が変容しようとしていると理解できる。九州として成立する構造を特徴

（維持）としながらも、その内部構造は変容しようとしている。ブロックとしての九州か、地方としての九
州かが問われている。学生数も同じ動向を示している。

このことは、地域変動を伴う社会構造をどのように理解し、どのような内容（射程）で地域課題を捉え
るかを問うている。

九州における県や各自治体では、人口ダム機能を重要課題と把握しているが、少子高齢化は進展し、人
口流出に歯止めはかからず、有効な対策は見出せていない。成果は、自治体政策よりも、九州における人
口移動によってもたらされ、政策として取り組める課題といえるのかとも受け止められている。

図表4.3　地域別学生数（学部・大学院）変化（2000年～2012年）

出所　九州立大学構想・第２次提言「地域自らの責任で高等教育人材の大胆な拡充を」

（出典）文部科学省「学校基本調査」を加工し作成
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交流人口を確保することで、まちの活性化に成功する自治体はあるものの、定住人口の確保は手探りの
状況が続いている。交流人口は、消費者や利用者としての主体の側面を課題とし、定住人口は自治の担い
手として位置づくが、転出・転入を予定しての自治は保障されていない。結果、自治体間競争の様相を招
くが、それは自治体の政策ではなく、九州における福岡都市圏の構造と、その構造の緩和は首都圏との関
係を強化することにつながっている。

自治体が自治体政策として限界を感じる背景には、若者と保護者の意識と行動を要因とするところにあ
る。そして、その動向によってもたされる変容に対処することを、狭域自治に持ち込もうとしている。地
域運営組織の推進・組織化は、地域変動による地域課題への対処を主眼とし、その範域をこえる自治や学
習は果たせない境界が設けられている。市町村合併を行った自治体では、それらをつなぐ旧市町村の支所
や公民館も廃止・統合の対象となりつつある。広域化と狭域化の自治体と自治のありようが、コンパクト
化・連携・互助に置き換えられている。

広域化する市民社会（時間軸から見ると生活拠点を移していく、少子高齢化によって世代循環が広域化
する結果、人と資本の集中・集積は市町村・県域をこえて九州に達している）という状況に対して、自治
体連合など広域自治体としての取り組みを検討しているが、それらは財源と国からの権限委譲を課題して
いる。つまり、自治体政策は広域化し、施策は狭域化するなかで、住民自治システムの転換が問われてい
るといえる。公共性を問うことと共同性を組織化することの乖離に対して、社会教育を〈リージョンとし
ての九州〉を媒介とした地域社会教育といった視点を意識した分析が必要と考えている。そのことを通し
て、計画主体の析出を、調査をもとに検討していきたい。

注
１）九州地方知事会会長・大分県知事・平松守彦、巻頭言「ゆうせい九州」Vol.56、1999年１月１日
２）中小企業庁の委託により、三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング（株）が、2013年11月に、47の都道府県及び1,742の

市区町村を対象としたアンケート調査。回収率51.1％。『中小企業白書2014年版』。http://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/
hakusyo/H26/h26/index.html

３）調査期間2006年11/10～2007年２/ ８。調査対象：都道府県47、政令指定都市15。有効回答62（100％）。回答者は政策
担当者。http://www.nira.or.jp/past/newsj/kanren/180/188/honbun2.pdf

４）「九州の公立大学のあり方を考える」研究会。構想の提言の後、2013年６月に第２次提言「地域自らの責任で高等教育
人材の大胆な拡充を」、2013年12月に第３次提言「九州の大学における人材育成教育への取り組み」をまとめている。
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